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診調組 入－１(参考)
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関連する平成24年診療報酬改定項目

（１）病院機能に合わせた効率的な入院医療の推進

① 般病棟 院基 急性 院 管 等 直① 一般病棟入院基本料、亜急性期入院医療管理料等の見直しについての

影響（その２）

② 一般病棟における７対１入院基本料の算定要件の見直しに係る経過措置の実態② 般病棟 おける 対 入院 本料 算定要件 見直 係る経過措置 実態

（２）入院医療や外来診療の機能分化の推進や適正化に向けた検討

1

慢性期入院医療の適切な評価①

 一般病棟（13対１ 15対１病棟に限る）における長期療養患者の評価体

一般病棟における長期療養患者の評価の適正化

 般病棟（13対１、15対１病棟に限る）における長期療養患者の評価体

系（特定除外制度）の見直しを行い、より適切な医療機関の機能分化

を推進する。を推進する。

90日を超えて入院する患者を対象として、

①引き続き一般病棟13対１または15対１入院基本料（出来高）の算定

を可能とするが、平均在院日数の計算対象とする。

②療養病棟入院基本料１と同じ評価（医療区分・ADL区分を用いた包

括評価）とし、平均在院日数の計算対象外する。

①、②の取扱いについて、病棟単位で、医療機関が選択することとし、当

該取り扱いは 平成２４年１０月１日からの施行とする該取り扱いは、平成２４年１０月１日からの施行とする。

なお、②の場合には、地方厚生（支）局に届出を行うこと。
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パターン①

○ 90日を超えて入院する患者を対象として、出来高算定を可能とするが、平均在院
日数の計算対象とする。

点

平均在院日数の
計算対象

平均在院日数の
計算対象

13対１病棟

点
数

検査等の出来高部分検査等の出来高部分
13対１病棟

15対１病棟

＜出来高＞

一般病棟入院基本料

＜出来高＞

一般病棟入院基本料

入院期間90日

＜出来高＞ ＜出来高＞

期
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パターン②

○ 90日を超えて入院する患者を対象として、療養病棟入院基本料１と同じ評価
（医療区分及びADL区分を用いた包括評価）を導入し、平均在院日数の計算
対象外とする。対象外とする。

平均在院日数の 平均在院日数の

点
数

計算対象 計算対象外

13対１病棟

数

医療区分及びADL区分
を用いた包括評価出来高部分

15対１病棟

医療区分２

医療区分３

＜出来高＞

一般病棟入院基本料 医療区分１

医療区分

※実際は、ADL区分を含めた
３×３の９区分での評価

療養病棟入院基本料１

入院期間90日

＜出来高＞ ３×３の９区分での評価
＜包括＞
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７対１入院基本料の適正化等について
算定要件の見直し

 患者像に即した適切な評価や病床の機能分化を一層推進する観点から、一般病棟

における７対1入院基本料の算定要件の見直しを行う。

算定要件の見直し

における 対 入院基本料の算定要件の見直しを行う。

般病棟入院基本料 日以内般病棟入院基本料 日以内

７対１入院基本料
【現行】 【改定後】平均在院日数

一般病棟入院基本料 １８日以内

特定機能病院入院基本料 ２６日以内

専門病院入院基本料 ２８日以内

一般病棟入院基本料 １９日以内

特定機能病院入院基本料 ２８日以内

専門病院入院基本料 ３０日以内 専門病院入院基本料 ２８日以内専門病院入院基本料 ３０日以内

一般病棟入院基本料※２ １割５分以上一般病棟入院基本料 １割以上

【現行】 【改定後】看護必要度要件

般病棟入院基本料 １割５分以上

特定機能病院入院基本料※３ １割５分以上

専門病院入院基本料※４ １割５分以上

般病棟入院基本料 １割以上

特定機能病院入院基本料※１ 評価のみ

専門病院入院基本料 １割以上
※１ 一般病棟及び結核病棟に限る ※２ 結核病棟は従前と同様の１割以上

※３ 一般病棟に限る（結核病棟は測定・評価のみ）
※４ 悪性腫瘍患者を当該病院の一般病棟に７割以上入院

させている場合は従前と同様の１割以上
[経過措置][経過措置]
平成24年３月31日において７対１入院基本料を算定している病棟であって、平成24年４月１日以降において改定後の７対1入
院料の算定基準は満たさないが、改定後の10対１入院基本料の基準を満たしている病棟に限り、平成26年３月31日までの間、
改定後の７対１入院基本料を算定できる。（ただし、25対１急性期看護補助体制加算は算定できない） 5

効率化の余地のある入院についての適正な評価①

土曜日 日曜日の入院基本料について

 金曜日入院、月曜日退院の者の平均在院日数が他の曜日の者と比べ長いことを勘
案し 金曜日入院 月曜日退院の割合の合計が高い医療機関について 土曜日 日曜

土曜日・日曜日の入院基本料について

案し、金曜日入院、月曜日退院の割合の合計が高い医療機関について、土曜日、日曜
日に算定された一部の入院基本料を８％減額する。

[対象医療機関] （①と②両方を満たす医療機関）[対象医療機関]  （①と②両方を満たす医療機関）

① 一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料を算定する医療機関。

② 入院全体のうち金曜日に入院する者の割合(A割)と、退院全体のうち月曜日に退院する者の割合(B割)の
合計（Ａ＋Ｂ）が６か月連続して ４割を超える医療機関合計（Ａ＋Ｂ）が６か月連続して、４割を超える医療機関。

[減額の対象となる入院基本料] 

① 一般病棟入院基本料（特別入院基本料等を含む）、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料
のうち 金曜日に入院した者の入院直後の土曜日 日曜日及び月曜日に退院した者の退院直前の土曜日のうち、金曜日に入院した者の入院直後の土曜日、日曜日及び月曜日に退院した者の退院直前の土曜日、
日曜日に算定されたもの。

金 土 日

3 4 5入院
対象日

土 日 月

18 19 20 退院

② 対象日に手術や1,000 点以上の処置を伴わない場合に限る。

[経過措置]

3 4 5入院 18 19 20 退院

[経過措置] 

上記の取り扱いについては、平成 24 年 10 月１日から施行する。
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効率化の余地のある入院についての適正な評価②

退院日の入院基本料について

 正午までに退院した患者の割合が９割を超える医療機関について、30 日以上入院し

ている患者で、退院日に手術や高度な処置等の伴わない場合には、退院日に算定され

退院日の入院基本料について

ている患者で、退院日に手術や高度な処置等の伴わない場合には、退院日に算定され

た一部の入院基本料を８％減額する。

[対象医療機関] （①と②両方を満たす医療機関）[対象医療機関]  （①と②両方を満たす医療機関）

① 一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料を算定する医療機関。

② 退院患者全体のうち正午までに退院する患者の割合が ６か月連続して、９割を超える医療機関。

[対象とする入院基本料] （①と②と③のすべてを満たす場合）

① 一般病棟入院基本料（特別入院基本料等を含む）、特定機能病院入院基本料及び専門病院入院基本料
のうち、30日以上入院している患者で退院日に算定されたもの 。

1 2 3
入院 ・・・・・ 29 30 31

退院
対象日

② 入院中に退院調整加算、新生児特定集中治療室退院調整加算が算定されていない場合。

③ 対象日に手術や1,000 点以上の処置を伴わない場合。

[経過措置] 

上記の取り扱いについては、平成 24 年 10 月１日から施行する。
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救急外来や外来診療の機能分化の推進

特定機能病院等における初 再診料等の評価の見直し
 紹介率や逆紹介率の低い特定機能病院等を紹介なしに受診した患者等に係る初・再診料を
適正な評価とするとともに 保険外併用療養費（選定療養）の枠組みの活用を推進し 病院及

特定機能病院等における初・再診料等の評価の見直し

適正な評価とするとともに、保険外併用療養費（選定療養）の枠組みの活用を推進し、病院及
び診療所における外来機能の分化及び病院勤務医の負担軽減を図る。

（新） 初診料 ２００点（紹介のない場合）

（新） 外来診療料 ５２点（新） 外来診療料 ５２点
（他医療機関へ紹介したにもかかわらず、当該病院を受診した場合）
※ 保険外併用療養費（選定療養）を利用可能

[算定要件]
①前年度の紹介率が40％未満かつ逆紹介率が30％未満の特定機能病院及び500床以上の地域医療支援病院
(経過措置)当該初診料・外来診療料の評価を導入するのは、平成25年4月1日とする。

なお ①の場合には 毎年10月１日に地方厚生（支）局に報告を行うことなお、①の場合には、毎年10月１日に地方厚生（支）局に報告を行うこと。

紹介率＝ 逆紹介率＝

※初診の患者数等の定義については 医療法における業務報告と同様※初診の患者数等の定義については、医療法における業務報告と同様
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